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(54) Title: VEHICLE CONTROL DEVICE

(54) 発 明の名称 ：車両の制御装置

(57) Abstract: In the present invention, during low vehicle speeds, an engine (12)
i s disconnected, resulting in inertial driving, by releasing a K 0 clutch (34) while
keeping a C I clutch (18) engaged, and so the state of contact between a motor/gen-
erator (MG) and a driving wheel (26) i s maintained, and it i s possible when re-ac
celerating to rapidly increase driving force merely by increasing the power running
torque of the motor/generator. During high vehicle speeds, the engine (12) i s dis
connected, resulting in inertial driving, by releasing the C I clutch (18), and so the
motor/ generator (MG) i s also disconnected from the driving wheel (26), and there
i s no risk of the motor/ generator (MG) releasing heat or fuel efficiency degrading
due to deceleration resulting from the corotation of the motor/ generator (MG). In
other words, as a result of inertial driving prioritizing driving force responsiveness
during low vehicle speeds and prioritizing fuel efnciency during high vehicle
speeds, it i s possible to increase fuel efficiency while satisfying as much as possible
the demand by drivers for driving force responsiveness during re-acceleration.

(57) 要約 ：低車速 時 には C 1 ク ラ ッチ （1 8 ) を締 結 した まま K O
クラ ッチ （3 4 ) を解放 す ることによ りエ ンジン （1 2 ) を切 り離
して惰性走行す るため、モー タジ ェネ レー タM G と駆動輪 （2 6 )
との 接続 状態 が維 持 され て お リ 再 加速 す る際 に はモー タ ジ エネ
レ一 タM G の カ行 トル ク を増大 させ るだ けで速やか に駆動 力を立 ち
上 げる ことがで きる。高車速時には C 1 ク ラ ッチ （1 8 ) を解放す
る ことに よ りエ ンジ ン （1 2 ) を切 り離 して惰 性 走行 す るた め、
モー タジ ェネ レー タM G も駆 動輪 （2 6 ) か ら切 り離 され 、 その
モー タジ ェネ レ一 タM G の連れ廻 リによる減速 で燃費が悪化 した リ
モー タジ ェネ レー タM G が発熱 した りす る恐れが無 い。すなわ ち、
低車速 時には駆動力応答性 を優 先 し、高車速 時には燃費 を優 先 して
惰性走行 を行 うことで、再加速 時の駆動 力応答性 に対す る運転者の
要 求 をで きるだ け満足 させ つ つ燃 費 を一 層 向上 させ る ことが で き
る。
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明 細 書

発明の名称 ：車両の制御装置

技術分野
[0001 ] 本発明は車両の制御装置に係り、特に、惰性走行中のエンジン切り離 し制

御に関するものである。

背景技術
[0002] 特許文献 1 には、エンジン駆動車両に関し、アクセル 0 F F 時にエンジン

を車輪から切り離 し、エンジンブレーキが効かないようにして惰性走行する

技術が開示されている。

先行技術文献

特許文献
[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 _ 1 5 8 0 7 9 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0004] ところで、（a) 動力伝達を接続、遮断する第 1 断接装置を介 して駆動力伝

達経路に接続される電動モータと、（b) 動力伝達を接続、遮断する第 2 断接

装置を介 して前記電動モータに接続されるエンジンと、を備える車両が知ら

れている。このような車両においては、走行中に第 1 断接装置および第 2 断

接装置の何れか一方を遮断することによりエンジンを切り離 して惰性走行す

ることができるため、どちらの断接装置を遮断すべきかが問題になる。すな

わち、第 2 断接装置を遮断すると電動モータと駆動力伝達経路との接続状態

が維持されるため、電動モータの連れ廻り （イナ一シャゃ電気的な損失）に

よる減速で燃費が悪化するとともに電動モータが発熱する恐れがある反面、

アクセル操作されて再加速する際には電動モータの トルクを増大させるだけ

で速やかに駆動力を立ち上げることが可能で優れた駆動力応答性 （レスボン

ス）が得られる。逆に、第 1 断接装置を遮断すると電動モータも駆動力伝達

経路から切り離されるため、電動モータの連れ廻りによる減速で燃費が悪化



したり電動モータが発熱したりする恐れが無くなる反面、アクセル操作され

て再加速する際には第 1断接装置を接続する分だけ駆動力応答性が損なわれ

る。

[0005] 本発明は以上の事情を背景として為されたもので、その目的とするところ

は、第 1断接装置および第 2 断接装置の何れかを遮断することによりェンジ

ンを切り離して惰性走行することができる車両に関し、再加速時の駆動力応

答性をできるだけ損なうことなく燃費の悪化や電動モータの発熱を抑制する

とに

課題を解決するための手段
[0006] かかる目的を達成するために、本発明は、（a) 動力伝達を接続、遮断する

第 1断接装置を介して車輪に接続される電動モータと、（b) 動力伝達を接続

、遮断する第 2 断接装置を介して前記電動モータに接続されるエンジンと、

を備え、（c) 走行中に前記第 1断接装置および前記第 2 断接装置の何れかを

遮断することにより前記ェンジンを切り離して惰性走行することができる車

両の制御装置において、（d) 相対的に低車速時には、前記第 1断接装置を接

続したまま前記第 2 断接装置を遮断することにより前記ェンジンを切り離し

、 (e) 相対的に高車速時には、前記第 1断接装置を遮断することにより前記

エンジンを切り離すことを特徴とする。

[0007] 第 2 発明は、第 1発明の車両の制御装置において、（a) 前記電動モータと

前記第 1断接装置との間に機械式オイルポンプを備えており、（b) 前記第 1

断接装置を遮断した前記高車速の惰性走行中は前記電動モータにより前記機

械式才ィルポンプを回転駆動することを特徴とする。

[0008] 第3 発明は、第 1発明または第 2 発明の車両の制御装置において、（a) 前

記電動モータと前記第 1断接装置との間にロックアップクラッチ付きの流体

式動力伝達装置を備えており、（b) 前記第 2 断接装置を遮断した前記低車速

の惰性走行中は前記口ックアツプクラツチを締結状態に維持することを特徴

とする。

[0009] 第4 発明は、第 2 発明の車両の制御装置において、（a) 前記電動モータと



前記第 1 断接装置との間にロックアップクラッチ付きの流体式動力伝達装置

を備えているとともに、 （b) 前記機械式オイルポンプは前記流体式動力伝達

装置の出力側回転部材と前記第 1 断接装置との間に配設されており、 （c) 前

記第 1 断接装置を遮断 した前記高車速の惰性走行中は、前記口ックアップク

ラッチを締結状態に維持 して前記電動モ一タにより前記機械式才ィルポンプ

を回転駆動することを特徴 とする。

発明の効果

[001 0] このような車両の制御装置においては、低車速時には第 1 断接装置を接続

したまま第 2 断接装置を遮断することによりエンジンを切 り離 して惰性走行

するため、電動モータと駆動力伝達経路 との接続状態が維持されており、ァ

クセル操作等で再加速する際には電動モータの トルクを増大させるだけで速

やかに駆動力を立ち上げることが可能で優れた駆動力応答性が得 られる。 こ

の場合、惰性走行中は電動モータの連れ廻 り （イナ一シャゃ電気的な損失）

による減速で燃費が悪化 したり電動モータが発熱 したりする恐れがあるが、

低車速であるため影響が小さいとともに再加速時の駆動力応答性に対する運

転者の要求度は高車速時に比較 して大きいため、燃費等が多少悪化 しても優

れた駆動力応答性が得 られることの方が運転者の要求に合致する。

[001 1] —方、高車速時には第 1 断接装置を遮断することによりエンジンを切 り離

して惰性走行するため、電動モータも駆動力伝達経路から切 り離され、電動

モータの連れ廻 りによる減速で燃費が悪化 したり電動モータが発熱 したりす

る恐れが無い。 この場合、アクセル操作等で再加速する際には第 1 断接装置

を接続する分だけ駆動力応答性が損なわれるが、高車速時には再加速の際の

駆動力応答性に対する運転者の要求度が比較的小さいため、駆動力応答性よ

りも燃費を優先することが運転者の要求に合致する。すなわち、低車速時に

は駆動力応答性を優先 し、高車速時には燃費を優先 して惰性走行を行うこと

で、再加速時の駆動力応答性に対する運転者の要求をできるだけ満足させつ

つ燃費を一層向上させることができるのである。

[001 2 ] 第 2 発明は、電動モータと第 1 断接装置との間に機械式オイルポンプを備



えている場合で、第 1 断接装置を遮断 した高車速の惰性走行中は電動モータ

により機械式オイルポンプが回転駆動されるため、第 1 断接装置の遮断に拘

らず所定の油圧式摩擦係合装置を係合させたり各部を潤滑 したりすることが

できる。また、この場合の機械式オイルポンプの回転速度は適宜設定できる

ため、必要最小限の油を供給することで燃費を一層向上させることができる

。すなわち、第 1 断接装置が接続されている場合には、機械式オイルポンプ

が車速に応 じて回転駆動されるため、高車速時には必要以上の油が供給され

て潤滑部位の攪拌抵抗などで減速することにより燃費が悪化するが、本発明

では潤滑等に必要な最小限の油を供給できる回転速度 （例えば 3 0 0 ~ 5 0

0 r p m程度）で回転駆動すれば良いため、攪拌抵抗等による減速が抑制さ

れて燃費を一層向上させることができるのである。

[001 3] 第 3 発明は、電動モータと第 1 断接装置との間にロックアップクラッチ付

きの流体式動力伝達装置を備えている場合で、第 2 断接装置を遮断 した低車

速の惰性走行中はロックアツプクラッチが締結状態に維持されるため、ァク

セル操作等で再加速する際に電動モータの トルクが口ックアツプクラッチを

介 してダイレク 卜に伝達され、流体式動力伝達装置の存在に拘 らず優れた駆

動力応答性が得 られる。

[0014] 第 4 発明は、前記第 2 発明において、電動モータと第 1 断接装置との間に

更にロックアツプクラッチ付きの流体式動力伝達装置を備えており、前記機

械式オイルポンプがその流体式動力伝達装置の出力側回転部材と第 1 断接装

置との間に配設されている場合で、第 1 断接装置を遮断 した高車速の惰性走

行中は、ロックアップクラッチを締結状態に維持 して電動モータにより機械

式才ィルポンプを回転駆動するため、機械式才ィルポンプを回転駆動する際

の流体式動力伝達装置による動力損失が防止されるとともに、機械式才ィル

ポンプの回転速度制御が容易になる。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図1] 本発明が好適に適用されるハイブリッド車両の骨子図に、制御系統の要

部を併せて示 した概略構成図である。



[ 図2] 図 1 の電子制御装置が機能的に備えている惰行時制御手段の作動を具体

的に説明するフローチヤ一 卜である。

[ 図3] 図 2 のフローチヤ一 卜に従 って惰性走行が行われる際の高車速時および

低車速時における幾つかの惰性走行モー ドを説明する図である。

[ 図4 ] 本発明の他の実施例を説明する図で、ハイプリッ ド車両の骨子図である

発明を実施するための形態

[001 6] 電動モータとしては、発電機 としても用いることができるモータジエネレ

—夕が好適に用いられるが、発電機 としての機能が得 られない電動モータを

採用することも可能である。エンジンは、燃料の燃焼で動力を発生する内燃

機関などである。第 1 断接装置および第 2 断接装置は、摩擦係合式のクラッ

チゃプレーキが好適に用いられるが、動力伝達を接続、遮断できる他の手段

を採用することもできる。第 1 断接装置は、複数のクラッチやプレーキを備

えていてニュー トラルが可能な自動変速機を利用することもできる。本発明

は、上記電動モータおよびエンジンを駆動力源 として用いて走行するハイプ

リッ ド車両に好適に適用される。

[001 7 ] 惰性走行は、少な くともアクセルが非操作のアクセル 0 F F 時の走行で、

ブレーキが制動操作されたブレーキ 0 N でもブレーキが非操作のブレーキ 0

F F でも良い。第 1 断接装置が接続されている低車速時の惰性走行時にプレ

—キO N で、電動モータとしてモータジェネレータが用いられている場合に

は、そのモータジェネレータを回生制御 （発電制御 ともいう）することによ

り制動力を発生させるとともにバ ッテ リーを充電することができる。

[001 8 ] 低車速時か高車速時かは、例えば予め定め られた所定の判定車速以下か否

かで判断できる。判定車速は、例えば惰性走行からの再加速時に運転者が駆

動力応答性を必要とするか否かに基づいて予め一定値が定め られる。本発明

の実施に際 しては、必ず しも車速を要件とするものではな く、車速に対応 し

て回転速度が変化する他の部材の回転速度、例えば第 1 断接装置が接続され

ている時の電動モータの回転速度などで低車速時か高車速時かを判別するこ



とも可能で、本発明に含 まれ る。第 1 断接装置 と車輪 との間に自動変速機 を

備 えている場合、 その 自動変速機 の出力回転速度 で判別することもで きる。

[001 9] 相対的に高車速時 には第 1 断接装置が遮断 され るが、第 2 断接装置 につい

ては、運転状態な どを考慮 して適宜断接 され る。例 えば、基本的には第 2 断

接装置 を遮断 してエ ンジ ンを切 り離 してお くことが望 ま しいが、バ ッテ リー

の蓄電残量 S 0 C が所定値以下の場合 には、第 2 断接装置 を接続 してェ ンジ

ンで機械式オイルポ ンプを回転駆動 した り、電動 モータと してのモータジェ

ネ レ一タを回生制御 してバ ッテ リーを充電 した りすることがで きる。蓄電残

量 S O C が十分な場合 も、 エ ンジ ンの始動 に備 えて第 2 断接装置 を接続 して

も良い。

[0020] 第 2 発明では電動 モータと第 1 断接装置 との間に機械式オイルポ ンプが設

け られているが、第 1 発明では機械式オイルポ ンプの代わ りに電動式オイル

ポ ンプを設 けることもで きる。 その場合 は、第 1 断接装置 を遮断 した高車速

の惰性走行 中に電動 モータを作動 させ る必要 はない。第 2 発明では、高車速

時 に車輪 か らの逆入力で機械式才ィルポ ンプが回転 させ られ る場合の回転速

度 よ りも低 回転 で回転駆動することによ り、高車速時 に第 1 断接装置が接続

されている場合 に比較 して油の供給量が低減 され、攪拌抵抗等 による減速が

抑制 されて燃費 を向上 させ ることがで きる。潤滑等 に必要な最小限の油 を供

給 で きる回転速度 は、 ポ ンプ容量 によって異 なるが、例 えば 3 0 0 5 0 0

r p m程度 であ り、第 1 断接装置が接続 されている場合 に比較 して十分 に低

回転 で供給油量が少な く、攪拌抵抗等 による減速 を大幅 に抑制 で きる。

[0021 ] 第 3 発明では、電動 モータと第 1 断接装置 との間にロックア ップクラ ッチ

付 きの流体式動力伝達装置 を備 えてお り、第 2 断接装置 を遮断 した低車速の

惰性走行 中は ロックア ップクラ ッチが締結状態 に維持 され るが、第 1 発明の

実施 に際 しては、 ェ ンジ ン始動 に備 えて ロックア ップクラ ッチを解放 してお

いても良い し、 ロックア ップクラ ッチ付 きの流体式動力伝達装置 そのものを

省略することも可能である。

実施例



[0022] 以下、本発明の実施例を、図面を参照 しつつ詳細に説明する。

図 1 は、本発明が好適に適用されるハイプリッド車両 1 0 の駆動系統の骨

子図を含む概略構成図である。このハイブリッド車両 1 0 は、燃料の燃焼で

動力を発生するガソリンエンジンやディ一ゼルエンジン等の内燃機関である

エンジン 1 2 と、電動モータおよび発電機として機能するモータジエネレー

タM G とを駆動力源として備えている。そして、それ等のエンジン 1 2 およ

びモータジェネレータM Gの出力は、流体式動力伝達装置である トルクコン

バ一タ 1 4 からタービン軸 1 6 、 C 1 クラッチ 1 8 を経て自動変速機 2 0 に

伝達され、更に出力軸 2 2 、差動歯車装置 2 4 を介 して左右の駆動輪 2 6 に

伝達される。 トルクコンバータ 1 4 は、ポンプ翼車とタービン翼車とを直結

するロックアップクラッチ （L / U クラッチ）3 0 を備えているとともに、

入力側回転部材であるポンプ翼車には機械式オイルポンプ3 が一体的に接

続されており、エンジン 1 2 やモータジェネレータM Gによって機械的に回

転駆動されることにより油圧を発生して油圧制御装置 2 8 に供給する。口ッ

クアップクラッチ3 0 は、油圧制御装置 2 8 に設けられた電磁式の油圧制御

弁や切換弁等によって係合解放される。上記モータジェネレータM Gは電動

モータに相当する。

[0023] 上記エンジン 1 2 とモータジェネレータM G との間には、ダンバ 3 8 を介

してそれ等を直結するK Oクラッチ3 4 が設けられている。このK Oクラッ

チ3 4 は、油圧によって摩擦係合させられる単板式或いは多板式の油圧式摩

擦係合装置で、エンジン 1 2 をモータジェネレータM Gに対 して接続 したり

遮断したりする第 2 断接装置として機能する。モータジェネレータM Gは、

インバ― タ4 2 を介 してバッテリー4 4 に接続されている。また、前記自動

変速機 2 0 は、複数の油圧式摩擦係合装置 （クラッチやブレーキ）の係合解

放状態によって変速比が異なる複数のギヤ段が成立させられる遊星歯車式等

の有段の自動変速機で、油圧制御装置 2 8 に設けられた電磁式の油圧制御弁

や切換弁等によって変速制御が行われる。C 1 クラッチ 1 8 は自動変速機 2

0 の入力クラッチとして機能するもので、同じく油圧制御装置 2 8 によって



係合解放制御される。このC 1 クラッチ 1 8 は、モータジェネレータM G を

駆動力伝達経路に対 して接続 したり遮断 したりする第 1断接装置に相当する

[0024] 以上のように構成されたハイブリッド車両 1 0 は、電子制御装置 7 0 を備

えている。電子制御装置 7 0 は、C P U、 R O M R A M 及び入出力イン

タ一フェースなどを有する所謂マイクロコンピュータを含んで構成されてお

り、 R A Mの一時記憶機能を利用 しつつR O Mに予め記憶されたプログラム

に従って信号処理を行う。電子制御装置 7 0 には、アクセル操作量センサ4

6 からアクセルペダルの操作量 （アクセル操作量）A c c を表す信号が供給

されるとともに、ブレーキ踏力センサ4 8 からブレーキペダルの踏力 （プレ

—キ踏力） B rkを表す信号が供給される。また、エンジン回転速度センサ 5

0 、 M G回転速度センサ 5 2 、タービン回転速度センサ 5 4 、車速センサ 5

6 から、それぞれエンジン 1 2 の回転速度 （エンジン回転速度）N E、モ一

タジェネレータM Gの回転速度 （M G回転速度）N M G、タービン軸 1 6 の

回転速度 （タービン回転速度）N T 、出力軸 2 2 の回転速度 （出力軸回転速

度で車速V に対応）N O U T が供給される。この他、各種の制御に必要な種

々の情報が供給されるようになつている。

[0025] 上記電子制御装置 7 0 は、機能的にハイプリッド制御手段 7 2 、変速制御

手段 7 4 、および惰行時制御手段 7 6 を備えている。ハイブリッド制御手段

7 2 は、エンジン 1 2 およびモータジェネレータM Gの作動を制御すること

により、例えばエンジン 1 2 のみを駆動力源として用いて走行するエンジン

走行モ一 ドゃ、モータジェネレータM Gのみを駆動力源として用いて走行す

るモータ走行モ一 ド、それ等の両方を用いて走行するエンジン+ モータ走行

モー ド等の予め定められた複数の走行モー ドを、アクセル操作量 （運転者の

出力要求量）A c c や車速V 等の運転状態に応 じて切 り換えて走行する。ま

た、変速制御手段 7 4 は、油圧制御装置 2 8 に設けられた電磁式の油圧制御

弁や切換弁等を制御 して複数の油圧式摩擦係合装置の係合解放状態を切 り換

えることにより、自動変速機 2 0 の複数のギヤ段を、アクセル操作量A c c



や車速V 等の運転状態をパラメータとして予め定められた変速マップに従つ

て切 り換える。

[0026] 惰行時制御手段 7 6 は、アクセル操作量A c c が 0 であるアクセル 0 F F

の惰性走行時にエンジン 1 2 を駆動力伝達経路から切 り離すもので、図 2 の

フローチヤ一 卜に従って信号処理を実行する。図 2 のステップS 1 では、ァ

クセル 0 F F の惰性走行か否かを判断 し、惰性走行であればステツプS 2 以

下を実行する。ステップS 2 では、車速V が予め定められた判定車速V o よ

りも高車速か否かを判断 し、 V o < V の高車速時にはステップS 3 以下を実

行する。判定車速V o は、惰性走行からの再加速時に運転者の駆動力応答性

に対する要求度が高いか否かに基づいて設定され、例えば 5 0 8 0 k m/

時程度の一定値が予め定められる。

[0027] ステップS 3 では、C 1 クラッチ 1 8 を解放することによりエンジン 1 2

を駆動力伝達経路から切 り離 し、図 3 に示す高速 1 ~ 4 の何れかの惰性走行

モ一 ドを成立させる。高速 1 ~ 4 の中の何れか 1 つの惰性走行モ一 ドが予め

定められても良いが、運転状態に応 じて何れか 1 つを選択するようにしても

良い。高速 1 は、C 1 クラッチ 1 8 、 K 0 クラッチ 3 4 、およびロックアツ

プクラッチ 3 0 を何れも解放するとともに、モータジェネレータM G を例え

ば3 0 0 ~ 5 0 0 r p m程度の低回転で回転駆動することにより、自動変速

機 2 0 の所定のギヤ段を成立させるとともに各部の潤滑等に必要な最小量の

油を機械式オイルポンプ3 2 から出力する。モータジェネレータM Gの回転

速度は、予め一定値が定められても良いが、必要油量等に応 じて可変とする

こともできる。 K 0 クラッチ 3 4 が解放されることによりエンジン 1 2 の連

れ廻りによる負荷が無 くなるとともに、ロックアップクラッチ 3 0 が解放さ

れることにより必要油量が少なくなるため、モータジェネレータM Gの負荷

が最小となる。また、エンジン 1 2 の始動要求時には、ロックアップクラッ

チ 3 0 が解放されているため、 K 0 クラッチ 3 4 を係合させるだけで速やか

にクランキングを開始することができる。 したがって、特別な事情がない限

り、 V o < V の高車速の惰性走行時には、この高速 1 の惰性走行モー ドを実



施することが望 ま しい。

[0028] 高速 2 は、高速 1 に比較 してロックアップクラッチ 3 0 を締結する点が相

違 し、その分だけ必要油量が多 くなるが、 トル クコンバータ 1 4 内の油の攪

拌による発熱や動力損失が抑制 される。 したがって、油温が高 くてそれ以上

の発熱を回避する場合に有効である。

[0029] 高速 3 は、高速 1 に比較 して K O クラッチ 3 4 を締結する点が相違 し、モ

—タジェネ レータM G の回転 に伴 ってエンジン 1 2 が連れ廻 り回転 させ られ

る。 したがって、エンジン 1 2 の連れ廻 り分だけモータジェネ レータM G の

負荷が大 きくなるが、エンジン 1 2 の始動要求に伴 ってエンジン 1 2 を速や

かに始動することが可能 となる。 この高速 3 は、例えばエンジン始動要求が

近いか否かを判断 し、エンジン始動要求が近い場合に実施することが望 ま し

い。

[0030] 高速 4 は、高速 1 に比較 して K O クラッチ 3 4 および ロックアップクラッ

チ 3 0 を締結する点が相違 し、エンジン 1 2 を例えば 6 0 0 0 0 0 r p

m程度のアイ ドル回転速度で作動させることにより、前記機械式オイルボン

プ 3 2 を回転駆動するとともに、モータジェネ レータM G を回生制御 してバ

ッテ リ一 4 4 を充電する。 この高速 4 は、例えばバ ッテ リー 4 4 の蓄電残量

S O C が所定値以下 とな り、モータジェネ レータM G のカ行制御が制限され

る場合に実施することが望 ま しい。

[0031 ] 上記ステ ップS 3 で高速 1 ~ 4 の何れかの惰性走行モ一 ドが成立させ られ

ると、次にステ ップS 4 を実行 し、 C 1 クラッチ 1 8 の解放 を表すフラグ F

c を 「1 」に し、一連のエンジン切 り離 し制御 を終 了 してステ ップS 1 以下

を繰 り返す。

[0032] 前記ステ ップS 2 の判断が N O (否定）の場合、すなわち車速 V が判定車

速 V o 以下の低車速の場合には、ステ ップS 5 でフラグ F c が 「1 」か否か

を判断する。そ して、 F c = 1 の場合はステ ップS 6 の C 1 回転同期制御 を

実行 した後 にステ ップS 7 を実行するが、 F c ≠ 1 の場合はステ ップS 6 を

飛ば して直ちにステ ップS 7 以下を実行する。すなわち、惰性走行開始当初



か らV V o の低車速の場合は、 C 1 クラッチ 1 8 が締結 されているため、

直ちにステ ップ S 7 以下を実行する一方、惰性走行開始当初は V o < V の高

車速で、 ステ ップ S 3 の高車速時の惰性走行モー ドが実施 され、車速 V の低

下に伴 ってステ ップ S 2 の判断が N O とな った場合は、 C 1 クラッチ 1 8 が

解放 されているため、 ステ ップ S 6 の C 回転同期制御 を実行 した後 にステ

ップ S 7 を実行するのである。 ステ ップ S 6 の C 1 回転同期制御 は、 C 1 ク

ラッチ 1 8 の前後の回転速度差が略 0 になるように、 モータジェネ レータM

G の回転速度 N M G を車速 V や 自動変速機 2 0 のギヤ段等 に応 じて制御する

そ して、 ステ ップ S 7 では、 C 1 クラッチ 1 8 を締結するとともに、 K 0

クラッチ 3 4 を解放することによ りエ ンジン 1 2 を駆動力伝達経路か ら切 り

離 し、図 3 に示す低速 1 および 2 の何れかの惰性走行モー ドを成立 させる。

低速 1 および 2 の何れか一方の惰性走行モー ドが予め定め られても良いが、

運転状態 に応 じて選択するように しても良い。低速 1 は、 ロックアップクラ

ツチ 3 0 を締結するもので、 ブ レーキ 0 F F の場合はモータジェネ レータM

G をフ リー （回転 自在） とする。 この場合、 モータジェネ レータM G は、 口

ックアップクラッチ 3 0 、 C 1 クラッチ 1 8 、 および 自動変速機 2 0 等 を介

して駆動輪 2 6 に接続 され、車速 V および 自動変速機 2 0 のギヤ段等 に応 じ

た回転速度で連れ廻 り回転 させ られ、 アクセルペ ダルが踏込み操作 された場

合 には、 モータジェネ レータM G がカ行制御 されることによ り直ちにカ行 卜

ル クが駆動輪 2 6 に伝達 されて駆動力が速やかに立ち上がる。 また、 プ レー

キ O N の場合は、 モータジェネ レータM G が回生制御 されることによ り、 そ

の回生 トル クに応 じて駆動輪 2 6 に制動 トル クが発生させ られるとともに、

ノくッ テ リ— 4 4 が充電される。 したが って、特別な事情がない限 り、 V V

o の低車速の惰性走行時には、 この低速 1 の惰性走行モー ドを実施すること

が望 ま しい。なお、機械式オイルポ ンプ 3 2 は、車速 V および 自動変速機 2

0 のギヤ段等 に応 じた回転速度で回転駆動 され、必要以上の油が潤滑部位等

に供給 されるが、 V o < V の高車速時にC 1 クラッチ 1 8 が締結 されて回転



駆動される場合に比較 して回転速度は低 く、潤滑部位の油の攪拌等による動

力損失は小さい。

[0034] 低速 2 は、低速 1 に比較 してロックアップクラッチ 3 0 が解放される点が

相違する。このようにロックアップクラッチ 3 0 が解放されていると、ェン

ジン 1 2 の始動要求時にはK Oクラッチ 3 4 を係合させるだけで速やかにク

ランキングを開始することができる。 したがって、例えばバッテ リー4 4 の

蓄電残量 S 0 C が所定値以上となり、モータジェネレータM Gの回生制御が

制限される場合には、エンジン 1 2 の始動要求に備えて低速 2 の惰性走行モ

- ドとすることが考えられる。

[0035] 上記ステツプS 7 で低速 1 および 2 の何れかの惰性走行モ一 ドが成立させ

られると、次にステップS 8 でフラグF c を 「0 」にし、一連のエンジン切

り離 し制御を終了してステップS 以下を繰 り返す。

[0036] このように本実施例のハイブリッド車両 1 0 においては、 V V o の低車

速時には第 1断接装置であるC 1 クラッチ 1 8 を締結 したまま第 2 断接装置

であるK Oクラッチ 3 4 を解放することにより、駆動力伝達経路からェンジ

ン 1 2 を切 り離 して惰性走行するため、モータジェネレータM G と駆動輪 2

6 との接続状態が維持されており、ァクセル操作等で再加速する際にはモ一

タジェネレータM Gのカ行 トルクを増大させるだけで速やかに駆動力を立ち

上げることが可能で優れた駆動力応答性が得 られる。この場合、惰性走行中

はモータジェネレータM Gの連れ廻り （イナ一シャゃ電気的な損失）による

減速で燃費が悪化 したりモータジェネレータM Gが発熱 したりする恐れがあ

るが、低車速であるため影響が小さいとともに再加速時の駆動力応答性に対

する運転者の要求度は高車速時に比較 して大きいため、燃費等が多少悪化 し

ても優れた駆動力応答性が得 られることの方が運転者の要求に合致する。

[0037] —方、 V o < V の高車速時にはC 1 クラッチ 1 8 を解放することにより、

駆動力伝達経路からエ ンジン 1 2 を切 り離 して惰性走行するため、モータジ

エネレ一タM G も駆動輪 2 6 から切 り離され、そのモータジェネレータM G

の連れ廻りによる減速で燃費が悪化 したりモータジェネレータM Gが発熱 し



たりする恐れが無い。この場合、アクセル操作等で再加速する際にはC 1 ク

ラッチ 1 8 を接続する分だけ駆動力応答性が損なわれるが、高車速時には再

加速の際の駆動力応答性に対する運転者の要求度が比較的小さいため、駆動

力応答性よりも燃費を優先することが運転者の要求に合致する。すなわち、

低車速時には駆動力応答性を優先 し、高車速時には燃費を優先 して惰性走行

を行うことで、再加速時の駆動力応答性に対する運転者の要求をできるだけ

満足させつつ燃費を一層向上させることができるのである。

[0038] また、本実施例では、モータジェネレータM G とC 1 クラッチ 1 8 との間

に機械式才ィルポンプ3 2 が設けられており、C 1 クラッチ 1 8 を遮断 した

高車速の惰性走行モー ドの高速 1 ~ 3 では、モータジェネレータM G により

機械式オイルポンプ3 2 が回転駆動されるため、C 1 クラッチ 1 8 の解放に

拘 らず所定の油圧式摩擦係合装置を係合させたり各部を潤滑 したりすること

ができる。また、この場合の機械式オイルポンプ3 2 の回転速度は適宜設定

できるため、必要最小限の油を供給することで燃費を一層向上させることが

できる。すなわち、C 1 クラッチ 1 8 が接続されている場合には、機械式才

ィルポンプ3 2 が車速V に応 じて回転駆動されるため、高車速時には必要以

上の油が供給されて潤滑部位の攪拌抵抗などで減速することにより燃費が悪

化するが、本実施例では潤滑等に必要な最小限の油を供給できる回転速度 （

例えば3 0 0 5 0 0 r p m程度）で回転駆動すれば良いため、攪拌抵抗等

による減速が抑制されて燃費を一層向上させることができるのである。

[0039] また、本実施例では、モータジェネレータM G とC 1 クラッチ 1 8 との間

にロックアップクラッチ付きの トルクコンバータ 1 4 が配設されており、 K

0 クラッチ 3 4 を解放する低車速の惰性走行モ一 ドの低速 1 では、ロックァ

ップクラッチ 3 0 が締結状態に維持されるため、アクセル操作等で再加速す

る際にモータジェネレータM Gのカ行 トルクがロックアップクラッチ 3 0 を

介 してダイレク 卜に駆動輪 2 6 側へ伝達され、 トルクコンバータ 1 4 の存在

に拘 らず優れた駆動力応答性が得 られる。

[0040] なお、上記実施例では、機械式オイルポンプ3 2 が トルクコンバータ 1 4



の入力側回転部材であるポンプ翼車に配設されていたが、図4 に示すハイプ

リツド車両 8 0 のように、 トルクコンバータ 1 4 の出力側回転部材であるタ

—ビン翼車とC 1 クラッチ 1 8 との間のタービン軸 1 6 に機械式オイルボン

プ8 2 を配設することもできる。この場合も、前記図3 に示す高速 1 ~ 4 お

よび低速 1、 2 の各惰性走行モー ドが可能で、前記実施例と同様の作用効果

が得られる。また、C 1 クラッチ 1 8 を解放する高車速の惰性走行の際に高

速 2 の惰性走行モ一 ドを成立させれば、ロックアップクラッチ3 0 を締結状

態に維持 してモータジェネレータM G により機械式才ィルポンプ8 2 が回転

駆動されるため、機械式オイルポンプ8 2 を回転駆動する際の トルクコンパ

—タ 1 4 による動力損失が防止されるとともに、機械式オイルポンプ8 2 の

回転速度制御が容易になる。

[0041 ] 以上、本発明の実施例を図面に基づいて詳細に説明したが、これ等はあく

までも一実施形態であり、本発明は当業者の知識に基づいて種々の変更、改

良を加えた態様で実施することができる。

符号の説明
[0042] 1 0 、 8 0 : ハイプリッド車両 （車両） 1 2 ：エンジン 1 4 ：卜

ルクコンバータ （流体式動力伝達装置） 1 8 ：C 1 クラッチ （第 1断接

装置） 3 0 ：ロックアップクラッチ 3 2 、 8 2 : 機械式オイルボン

プ 3 4 ：K 0 クラッチ （第 2 断接装置） 7 0 ：電子制御装置 7

6 : 惰行時制御手段 M G ：モータジェネレータ （電動モータ） V o

：判定車速



請求の範囲

[ 請求項 1] 動力伝達 を接続、遮断する第 1 断接装置 を介 して駆動力伝達経路 に

接続 される電動モータと、

動力伝達 を接続、遮断する第 2 断接装置 を介 して前記電動モータに

接続 されるエ ンジンと、

を備 え、走行中に前記第 1 断接装置および前記第 2 断接装置の何れ

かを遮断することによ り前記ェ ンジンを切 り離 して惰性走行すること

がで きる車両の制御装置 において、

相対的に低車速時には、前記第 1 断接装置 を接続 したまま前記第 2

断接装置 を遮断するこ とに よ り前記エ ンジ ンを切 り離 し、

相対的に高車速時には、前記第 1 断接装置 を遮断することによ り前

記エ ンジ ンを切 り離す

ことを特徴 とする車両の制御装置。

[ 請求項 2 ] 前記電動モータと前記第 1 断接装置 との間に機械式オイルポ ンプを

備 えてお り、

前記第 1 断接装置 を遮断 した前記高車速の惰性走行中は前記電動モ

—タによ り前記機械式才ィルポ ンプを回転駆動する

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の車両の制御装置。

[ 請求項 3 ] 前記電動モータと前記第 1 断接装置 との間にロックアップクラッチ

付 きの流体式動力伝達装置 を備 えてお り、

前記第 2 断接装置 を遮断 した前記低車速の惰性走行中は前記 口ック

ァップクラツチを締結状態 に維持する

ことを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の車両の制御装置。

[ 請求項 4 ] 前記電動モータと前記第 1 断接装置 との間にロックアップクラッチ

付 きの流体式動力伝達装置 を備 えているとともに、

前記機械式才ィルポ ンプは前記流体式動力伝達装置の出力側回転部

材 と前記第 1 断接装置 との間に配設 されてお り、

前記第 1 断接装置 を遮断 した前記高車速の惰性走行中は、前記 口ッ



クアップクラツチを締結状態 に維持 して前記電動モータによ り前記機

械式才ィルポ ンプを回転駆動する

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の車両の制御装置。
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